





















































































































































































































































































































































































































































































































































































この事件は、被告人 A社及びその代表取締役 B、取締役 C、牛久工場長 D
が、法定の除外事由がないにもかかわらず、茨城県知事の許可を受けないで、
業として、平成13年月〜月までの間、前後165回にわたって、A社牛久工
場において、甲社ほか社から処分委託を受けた産業廃棄物である木くず
1500㎥を、料金22万円で受け入れて粉砕するなどの処分を行い、無許可で産業
廃棄物の処分を業として行ったとして起訴されたものである。
被告人側は、次のような主張をした
(20)
。①公訴事実に記載された「木くず」
は、廃棄物処理法条項号に基づく同法施行令条号にいう「木くず」
に該当しない、②本件木材は、廃棄物処理法14条項ただし書きの「専ら再生
利用の目的となる産業廃棄物」に該当し、A社はこれのみの処分を業として
行う者であるため、同項本文の許可を要しない、③被告人らの行為は、法条
の掲げる目的に反する点はなく、むしろ、環境保護、循環社会形成に寄与して
きたものであって、違法性は軽微であって、可罰的違法性を欠く、④県警は、
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(20) 長井圓「B木くずCは産業廃棄物ではないとされた事例」北村喜宣編『産廃判例を読
む』環境新聞社2005年188〜189頁。
不法投棄や野焼きという、より悪質な行為をしている業者を放置して、軽微な
事案である被告人らのみを不利益に扱うもので、公訴権濫用にあたる。
水戸地裁判決は、「不要物」の定義については、「おから判決」の最高裁の判
示を引用しながら、これを受け入れる時点での有償性を絶対視することは、法
的安定性を欠くとして次のような判断を示して、被告人らを無罪としている。
「また、ある物を再生利用しようと考えている場合には、その物を受け入れ
た後に、加工等を行って販売するなどの経済活動は行われるのであって、かよ
うな場合にも、その物の価値を当該経済との相関性なくして判断することは、
近時の改正により法の目的として「再生」が加わったことや、資源の有効利用
ないしは再資源化の法整備が進み、再資源化等を経済システムに乗せて循環型
社会へ向かおうとする社会的動向と矛盾するといわざるをえない。
そこで、再生利用を予定する物の取引価値の有無ないしはこれに対する事業
者の意思内容を判断するに際しては、有償により受け入れたか否かという形式
的基準ではなく、当該物の取引が、排出業者ないし受け入れ業者にとって、そ
れぞれの当該物に関連する一連の経済活動の中で価値ないし利益があると判断
されているか否かを実質的・個別的に検討する必要があると解される」。
このような判断基準を示した後に、この判決は、A社は木材をチップに加
工して売却しているのだから本件木材はその原料として取引価値があると認め
られる。また、木くずを持ち込んでいる甲社ほか社にとっても、他の工場に
もちこめば処理料金を払わねばならないのだから、木くずを工場に持ち込んだ
ことにより利益を得ていることになり、それは木くずに価値が認められること
の裏返しであるとする。そして、次のように判断を示している。
「本件木材は、建設業、解体業により排出された当初は産業廃棄物である
「木くず」の一部であったものの、甲社外
社が前記各法令等の趣旨に合致し
た選別の作業をしたことにより、同社らが牛久工場に搬入する段階では、分離
ないし処理されて有用物になったと認められる、ないし、少なくとも、同段階
においていまだ産業廃棄物であったとの立証はなされていないと認められる」。
山梨学院ロー・ジャーナル
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この判決については、判例評釈では疑問とするものがある。例えば、北村喜
宣は、（判決は）「本件で問題とされた『木くず』は、排出事業者において適切
に分別され、再資源化・再生利用されるべきものとされているし、ほぼ無償な
いし逆有償であったものの、被告人会社はこれをチップ原料として受け入れ、
ほとんどをチップとして加工・販売していたという。加工・販売といっても、
それを偽装して不法投棄する事件もあることから、どこに売ってどれだけの実
質的収益をあげていたのかという営業実態に関心が持たれるが、特段の論及は
ない。これだけだと、「再生利用するつもりだ。」という意思とそれなりの証拠
を示せば、廃棄物との認定を回避できるようになってしまう。結果的に、主観
的要素をかなり重視した総合判断をしたようにも思われる
(21)
」。
長井圓もこの判決に批判的である。それは、この判決が「排出された木材が
廃棄物であることを認めながらも、これが取捨選択されたことで『有用物』
（非廃棄物）に変わったとしている」根拠として、「取引価値」基準を緩和し
た解釈に対する疑問に基づく。先に判旨として引用した、「有償により受け入
れたか否かという形式的基準ではなく、当該物の取引が、排出業者ないし受け
入れ業者にとって、それぞれの当該物に関連する一連の経済活動の中で価値な
いし利益があると判断されているか否かを実質的・個別的に検討する必要があ
ると解される」という部分に関する評価である。長井は、この判決がしている
基準緩和は、「再生目的」を加味することで行われているが、そのためには廃
棄物処理法14条項ただし書きの「専ら再生利用の目的のみ」であることが必
要になるといい、「そうでなければ、『再生』に結びつかない『廃棄物』の投
棄・不法処分が生じることを本法は防止しえなくなる」という
(22)
。
こうした厳しい評釈が出てくる背景には、問題となった工場が無許可のまま
木くずを受け入れて、搬入業者が持ち込む産業廃棄物管理票（マニフェスト）
産業廃棄物の定義とその周辺
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(21) 北村喜宣「廃棄物の定義」法学教室289号2004年10月。
(22) 長井園・前掲判批192〜193頁。
には、処理業者として、既に業の許可を受けていた他工場の印を押すという脱
法行為を犯していたことがあるように考えられる。このプロセスで、搬入業者
E社とその代表 F らが無許可業者に産業廃棄物の処分を委託したとして法12
条項（現行法では項）違反で略式起訴され、事件は一旦確定していた。と
ころが、これまで見てきた①事件で委託先の A社とその代表らが無罪となっ
たことから、Eらは再審の請求を行ったのが、次に検討する②事件である。
⑸ 木くず事件②（東京高判平成20年月24日）
再審の水戸地裁が訴えを退けたため、控訴され、これに対する判断がこの②
事件である（なお、この②事件は、被告人を異にする二つの事件に分かれる
が、ここでは先に高裁判決が出た事案の方を取り上げておきたい）。
この判決も、判断の前提として、「廃棄物処理法にいう『廃棄物』とは、自
ら利用し又は他人に有償で譲渡することができないために事業者にとって不要
になった物をいい、これに該当するか否かは、その物の性状、排出の状況、通
常の取扱い形態、取引価値の有無及び事業者の意思等を総合的に勘案して決す
べきものと解される」と、最高裁平成11年判決の定義を引用している。その上
で、当該物件について取引価値がないとぞんざいに扱われて不法投棄等がなさ
れる危険性は高まるから、「取引価値を有するというのは、重要なメルクマー
ルであり、原則として搬入業者（処分委託業者）が受入業者（処分業者）に対
して有償で譲渡できるような場合であることを要するものであるべきである」
とする。もっとも、有償譲渡できるかどうかは「その時の市況によって左右さ
れることもあり、これを絶対的な基準として、通常は有償で譲渡が可能である
のに、市況等の変動によりたまたま無償で譲り渡しがされたような場合をとら
えて直ちに取引価値を欠くものということはできないが、一般的に有償譲渡で
あるか否かは、それが有用物であるか否かを判定する合理的かつ明確な基準で
あるというべきである。」とする。ただし、この判決も、①判決と同じく、循
山梨学院ロー・ジャーナル
22
環資源の有効利用という視点をここに加えている。
「しかしながら、前記のように有償譲渡が行われず、その意味では取引価値
のない物であったとしても、関連法令に照らし、再生利用を含む循環的な資源
の有効利用が促進されるべきことは明らかといってよく、それに対する社会的
な要請、期待感も大きい。これに取り組む企業が廃棄物処分業の許可を得た上
で再生利用を行うことができることは当然としても、これに伴う各種規制等が
循環的な資源の有効利用の促進に際して負担になることも否定できないところ
であり、当該物件の廃棄物該当性を考えるに当たって、以上のような観点か
ら、当該物件の再生利用に関連する一連の経済活動の中で、各事業者にとっ
て、一定の価値があるかどうかという点を、取引価値の判断の一要素として加
えることは許されるべきものと考える」。そして、この判決は再生利用が事業
として確立していることを重視している。「しかし、このように判断の一要素
として加えるとしても、そのためには、単に受入業者により再生利用が行われ
るというだけでなく、その再生利用が製造事業として確立したものであり継続
して行われていて、当該物件がもはやぞんざいに扱われて不法に投棄等がされ
る危険性が無く、廃棄物処理法の規制を及ぼす必要がないという場合でなけれ
ばならない。そして、そのような場合には、再生利用目的があるということは
廃棄物該当性を否定する事情として考慮することができるものと解すべきであ
る」。
この中の、「製造事業として確立して継続して行われている」という文言は、
第章でみた2005年の環産発05325002号通知を生かしたものであろう。こうし
た観点から、一審判決の一部判断を次のように否定している。「この観点から
は、原判決が廃棄物処理法（同法14条
項ただし書き）にいう『専ら再生利用
の目的となる』物にあたらない場合に、再生目的を考慮して廃棄物該当性を限
定的に判断し規制緩和することは、この規定と抵触して許されないとしたが、
それには賛同できない」。
以上のような産業廃棄物の定義は、資源の再生利用という観点を十分に考慮
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した適正なものというべきだろう。ただし、具体的な事案の適法違法の判断に
ついては、牛久工場で木くずやチップ等が長年の間に大量に堆積されたいわゆ
るチップ山が形成され、茨城県の担当部署から施設内での保管量を削減されて
いたところ、平成11年11月にこのチップ山から自然発火して燃焼が続く事故生
じ、数ヶ月間木くずの受け入れが停止された事件、さらに、チップの市況の低
迷のために逆ザヤを生じるに至り、牛久工場が産業廃棄物処理業の許可を受け
るにいたったことなどに照らすと、「本件当時、本件事業は、製造事業として
確立したものであり継続したものになっている状況にはなかったというべきで
あり、廃棄物処理法の規制を及ぼす必要がなかったということはできず、再生
目的があったことが廃棄物該当性を否定する理由にはならない」として、一審
の有罪判決を維持した
(23)
。
最高裁は、「おから事件」で、「『不要物』とは、自ら利用し又は他人に有償
で譲渡することができないために事業者にとって不要になった物」であると、
取引価値を重視した総合判断説を採用していたが、この判決では、取引価値も
重要ではあるが、循環資源の再生利用という観点を前面に押し出して、「取引
価値のない物であっても、当該物件がぞんざいに扱われて不法に投棄等がされ
る危険性がなく、適切に処理される態勢が客観的に見ても確立されている状況
があることを条件に、廃棄物性を否定する余地を認めている。この点で。本件
両判決（判決①及び②を指す）は、前掲最高裁決定を時代に即した形で一歩前
に進めたものと評価できよう
(24)
」と肯定的評価がなされている。①判決は、当該
木くずが選別作業を経ることによって搬入時に有用物になっていることを判断
の柱としたが、②判決は、再生利用が製造事業として確立したものであり継続
して行われていることを要求している。その上で、②判決は、牛久工場の製造
事業が市況の低迷により、確立した状態ではなかったこと、同工場自体が産業
山梨学院ロー・ジャーナル
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(23) 判決文は、森田邦郎「判批」法務総合研究所・研修723号2008年による。
(24) 岡部雅人「判批」法律時報82巻号2010年、137頁。
廃棄物事業者の許可を受ける手続きをしていたという事実判断から、本件木く
ずを産業廃棄物に当たると見たものである。
 廃棄物性をどのように判断するか─まとめ
本稿は、「なんぶ農援隊」の事業が廃棄物処理業の許可を必要とするもので
あったかという疑問を手がかりに、政府解釈と関連判例を時系列的に追ってき
た。以下、この作業を通じて確認できたことをまとめると共に、廃棄物とは何
かという問い、すなわち、廃棄物性をどのように判断するかという問題につい
て、私なりに考えた結論を示しておきたい。
第一に、政府解釈も関連判例も、当然ながら、時代の変化を受けて変わって
きており、とくに、単なる「不要物の処理」という視点から「循環資源の利
用」へという大きな流れが見られる。これが、政府解釈でいえば、客観説から
総合判断説への変化ということであり、その中でも、占有者の意思を考慮要素
とする立場から、総合説に立ちながらより細かに占有者の意思を客観的に確認
する方向へ、そして、循環型社会形成推進の観点から、再生利用を促す方向へ
と変化してきた。
第二に、判例も同じように、客観説から総合判断説へ、そして、総合判断説
でも占有者の再生利用の意思を客観的に判断する点に重点をおき、その判断に
おいては受け入れ物の取引価値のみではなく、受け入れた後の再生利用が事業
として確立しているかという観点を考慮するものへと変化している。
以上の時代的変化を踏まえて、産業廃棄物の定義を今日、どのように考える
べきであろうか。先ず、この分野に特有の事情ないし問題状況を抑えておく必
要がある。それは、本文中でもふれた、香川県豊島の事件に典型的に表れてい
る、法遵守意識の低い業者がまぎれこみやすいということである。今回検討し
た判例でも、刑事事件として争われたものが少なくなかった。そして、一般廃
棄物処理業（及び産業廃棄物処理業）の許可基準で、欠格要件として暴力団関
係者を厳しく排除しているのは、これとなんらかの関連ある者が入り込む可能
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性のあることを立法者が意識していることを示している。北村喜宣によれば
「必ずしも優良業者ばかりではない
(25)
」世界である。適法と違法のすれすれで事
業を行って無許可事業や不法投棄で起訴された場合に、被告人側としては、廃
棄物に該当しない理由を縷々展開することになる。そこで、こうした抜け道を
許さない解釈で、しかも、時代の要請である循環資源の再生利用を妨げないと
いう微妙なバランスが要求されることになる。
次に、刑事事件で立件する場合の、例えば許可を得ずに収集・運搬した物件
が廃棄物に当たるかという問題と、リサイクル事業者が産業廃棄物収集・運搬
業の許可を必要とするかという場合に、当該リサイクル業者がこれまで扱い、
これからも扱っていく物件が廃棄物性を持つかという問題とで、廃棄物の定義
が完全に一致しなければならないかどうか検討する必要があるように思う。こ
こでの私の問題意識は、前者については、時代の違いで変化することはあって
も、その時点ではできる限り一義的に産業廃棄物であるか否かが定まることが
望ましいはずであるが、後者については、やや定義の幅があってもいいのでは
ないかということである。前者はある時点での個別の業者の行為が法に違背す
るかどうかについての行政ないし警察の法的認識の問題である。そこでは法的
安定性が重要である。これに対して、後者は、具体的な事業者について許可を
するかしないか、あるいは、その事業者の事業について許可を必要とするかし
ないかという判断であり、一定の時間軸の中で見守っていくという視点に立つ
ことが求められる。ここでも法的安定性は無視できないが、時代の変化に適合
した規制を常に意識することも必要である。
本文中で「違和感」という、やや厳しい視線を向けた辰井聡子のコメントに
ついても、これが刑事事件での定義の問題であるということを考えれば、ひと
まずは納得がいく。これに対して、本稿で問題としている「なんぶ農援隊」の
事業について、許可が必要であったかどうかという問題は、この事業者の活動
山梨学院ロー・ジャーナル
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(25) 北村『プレップ環境法』版2011年81頁。
の実態を、過去の分については事業報告書や財務諸表などで明らかにさせ、今
後の事業の見通しについては、過去の活動実態を踏まえ、さらに、循環資源の
利用促進という新たな事業環境を見通して、収集したおから等の全量の資源化
が今後も可能であるかどうか、そして、こうした事業活動が日本社会の今後に
とって望ましいものであるかどうかという事業促進的な観点も含めて、判断す
る必要があると考えている。
そして、廃棄物であるかどうかという定義の問題ではなく、新たなシステ
ム、山田洋が「捨てるシステム」ではないシステムを考える必要があるとした
所論に私は強く惹かれる。山田は「廃棄物による環境への負荷を最少とするこ
とを目指す新しい廃棄物法制の理念からすれば、『おから』についても、可能
な限り有効な再利用が図られなければならない」とし、さらにこのように続け
ている。「むしろ、有価物であるか無価物であるかを問わず、生産等の過程で
生じた製品以外の物（「おから」はその典型である）をトータルに把握し、可
能な限りの再利用を義務付け、それが不可能なもののみを適正に処分するもの
とする新たなシステム、いいかえれば再利用の促進と処分の適正化を総合した
システムの構築が急がれているのである
(26)
」。
以上の考察を総合して考えるとき、「なんぶ農援隊」の事業活動をどう判断
すればよかったかが自ずと明らかになるのではないだろうか。
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(26) 山田洋ジュリスト1158号1999年月15日91頁。
